（別紙１）③水産業
※事務局記入欄
受付番号


	申請者名
	



 

事業計画書

１　経営の状況
１）沿革及び既存事業の内容
	










２）物価高騰による経営等への影響
	











２　事業の内容
１）目的
	






２）事業概要
	※実施する事業の全体像や内容、導入する機器について、分かりやすく記載してください。








３）取組の特徴
上記事業概要の中で、特に本事業のアピールポイントとなる特徴について、該当する項目ごとに記載してください。
①業態転換
	





②スマート化
	






③環境負荷低減
	






④その他の取組
	※補助事業以外の取組（漁業地域での地域貢献活動、教育・人材育成、漁協内での活動等）についても、あれば記載してください。







４）補助事業の効果
	




















※審査の際に重要な資料となりますので、積極的かつ分かりやすい記載を心掛けてください。
※審査は書面のみで行います。
※（以下の観点について記載してください）
・持続性（補助事業終了後も効果が続くか）
・有効性（費用対効果、生産性の向上など具体的成果が期待できるか）
・波及性（他事業者や地域への展開可能性）

５）事業実施期間
　
　令和　　年　　月　　日　　～　　令和　　年　　月　　日

※対象期間は令和７年10月１日から令和９年１月５日まで
３　全体の収支計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（単位：千円）
	
	申請時の直近期末(a)

（R　年　月期）
	補助事業終了月
を含む決算期末

（R　年　月期）
	１年目
(b1)

（R　年　月期）
	2年目
(b2)

（R　年　月期）
	3年目
(b3)

（R　年　月期）

	①売上高
	
	
	
	
	

	②営業利益
（所得金額）
	
	
	
	
	

	③人件費
	
	
	
	
	

	④減価償却費
	
	
	
	
	

	⑤給与支給総額
	
	
	
	
	

	⑥従業員数
※いない場合は「0」と記載してください。
	
	
	
	
	



[bookmark: _Hlk218511895]参考
営業利益、人件費については以下を参考としてください。また、給与支給総額は、以下の経費を含んだものとします。

	
	営業利益、人件費
	給与支給総額

	
	営業利益（所得金額）
	人件費
	

	法人
	◆売上高－（売上原価＋販売費及び一般管理費）
	企業等が従業員及び役員に対する負担であり、給料、賃金、賞与及び役員報酬等に加え、福利厚生費や法定福利費、退職金を含む。
◆以下の項目すべてを含んだ総額
・売上原価に含まれる労務費（福利厚生費、退職金等を含んだもの。）
・一般管理費に含まれる役員給与、従業員給与、賞与及び賞与引当金繰入れ、福利厚生費、退職金及び退職給与引当金繰入れ
・派遣労働者、短時間労働者の給与を外注費で処理した場合のその費用（ただし、これらの算出ができない場合は、平均給与に従業員数を掛けることによって算定）
	給与支給総額とは、従業員及び
役員に支払った給与等であり、
給料、賃金、賞与及び役員報酬
等は含み、福利厚生費や法定福
利費、退職金は除く。
◆含まれる経費
・従業員や役員に支払う給料、賃
金、賞与
・各種手当（残業手当、休日出
勤手当、職務手当、地域手当、家族（扶養）手当、住宅手当等の給与所得とされるもの）
◆含まれない経費
・退職手当などの給与所得とされ
ないもの
・福利厚生費

	個人事業主
（青色）※1
	◆差引金額㉝＋利子割引料㉒
	◆福利厚生費⑲＋給料賃金⑳
※専従者給与㊳、青色申告特別控除前の所得金額㊸は算入せず計算。
	◆給料賃金⑳+専従者給与㊳+青色申告特別控除前の所得金額㊸（青色申告特別控除前の所得金額が赤字の場合は「0」とする）。

	個人事業主
（白色）※2
	◆専従者控除前の所得金額⑲＋利子割引料⑯
	◆給料賃金⑪＋福利厚生費㋸
※専従者控除前の所得金額⑲、専従者控除⑳は算入せず計算。
	◆給料賃金⑪＋専従者控除前の所得金額⑲＋専従者控除⑳


※1　各経費の項目は、所得税青色申告決算書（1面）に対応
※2　各経費の項目は、収支内訳書(1面)に対応





４　補助対象経費等
１）補助対象経費
	見積書等番号
	補助対象経費分類
	経費の内容
	金額（税抜）
	チェック欄

	
	
	
	
	支払済
	見積書
等添付
	銀行振込明細書等添付

	No.１
	
	
	円
	☐	☐	☐
	No.２
	
	
	円
	☐	☐	☐
	No.３
	
	
	円
	☐	☐	☐
	No.４
	
	
	円
	☐	☐	☐
	No.５
	
	
	円
	☐	☐	☐
	No.６
	
	
	円
	☐	☐	☐
	No.７
	
	
	円
	☐	☐	☐
	No.８
	
	
	円
	☐	☐	☐
	No.９
	
	
	円
	☐	☐	☐
	No.10
	
	
	円
	☐	☐	☐
	No.11
	
	
	円
	☐	☐	☐
	No.12
	
	
	円
	☐	☐	☐
	No.13
	
	
	円
	☐	☐	☐
	No.14
	
	
	円
	☐	☐	☐
	No.15
	
	
	円
	☐	☐	☐
	補助対象経費合計額（Ａ）
	円
	

	交付申請額（Ｂ）
（Ｂ）=（A）×3/4、ただし1,000円未満切り捨て
かつ300万円以上2,000万円以内
	円
	


※各経費の内訳が分かるものを次のとおり添付するとともに、上欄の「見積書等番号」に対応する数字を、添付する見積書等全ての右肩に記載し、順番に並べて提出してください。
※補助対象経費合計額と交付申請額は（様式1）に記載する数字と一致させてください。

２）施工場所又は保管場所
　
　　　　　市・郡　　　　　　町　　　　番地

３）経費負担区分
	補助対象経費
	左の負担区分

	
	県補助金
	融資
	自己資金

	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円






